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平成 25 年度 新潟県食品衛生監視指導計画 実施結果 

Ⅰ はじめに 

 新潟県は食品衛生法第 24 条に基づき、「平成 25 年度新潟県食品衛生監視指導計画」

（以下、「計画」とします。）を定め、県民のみなさまに公表した上で、食品衛生に関す

る監視指導を行いました。 

 このたび、計画に基づき実施した平成 25 年度の結果をまとめましたので公表します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 食品営業施設等の監視指導結果  

「食中毒発生の危険度」「流通の広域性」等を考慮して、各業種を監視指導の重要度

の高い順に、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの５分類に区分し、分類ごとに年間の監視指導目標回

数を設定したうえで、監視指導を実施しました。 

表１のとおり、監視指導目標回数 30,572 回に対し、36,490 回の監視指導を行い、

Ａ，Ｂ，Ｄ，Ｅ分類は目標を達成しましたが、Ｃ分類は目標を達成しておらず引き続き

達成に努めます。 

また、いずれの分類にも該当しない施設に対し、 

3,702 回の監視指導を行いました。 

なお、監視指導において確認した違反施設に対し、 

行政処分を 10 件（食中毒原因施設に対する営業停 

止命令）、始末書の徴収又は文書指導を 16 件（無許 

可営業施設からの始末書の徴収 15 件、着色料表示の 

欠落した製品の製造者へ文書による指導１件）行いま 

した。 

 

 

 

 「平成 25 年度新潟県食品衛生監視指導計画」（概要） 

食品の安全性及び食品に対する消費者の信頼を確保するために、新潟県が行う食品衛生

監視指導の実施計画 

・計画区域：新潟県内全域（新潟市を除く。） 

・計画期間：平成 25 年４月１日から平成 26 年３月 31 日まで 

・実施機関：保健所、食肉衛生検査センター、保健環境科学研究所 

・実施内容：食品営業施設の監視指導、食品等検査、食中毒対策、食品等事業者等に対

する講習、消費者向け情報提供 

・重点項目：重点的に監視指導を実施する項目で「食品の放射性物質検査」、「食中毒対

策」の２つを設定 



表１ Ａ～Ｅに分類した業種ごとの監視指導結果 

行政処分
始末書・

文書指導

【監視指導目標回数：３回以上／年】

前年度に食品衛生法違反により行政処分又は

保健所長名による文書指導を受けた施設（業種数）

【監視指導目標回数：２回以上／年】

①弁当屋、仕出し屋、大規模旅館等

②広域流通している菓子製造業、乳処理業等

③スーパーマーケット、卸売り市場等　ほか

【監視指導目標回数：１回以上／年】

①一般食堂、レストラン、小規模旅館、給食施設等
②酒類製造業、缶詰・瓶詰食品製造業、かき処理業等

③広域流通していない菓子製造業、乳処理業等　ほか

【監視指導目標回数：１回以上／２年】

①食中毒発生の危険度が低い調理業（バー、喫茶店等）

②容器包装に入れられた食品のみを販売する施設

【監視指導目標回数：１回以上／５年】

①Ｄ分類②のうち管理状況が適切と認められる施設

②自動車及び自動販売機による営業

※　１施設に３業種ある場合は、「３」と計上

いずれの分類にも該当しない業種の監視結果
3,702

（参考）

延べ対象

業種数
※

0 7

達成度

評価

0○

監視指導

回数実績

137%

違反施設に対し
行った措置の件数

2

分
類

業種
監視指導

目標回数

150%

目標に対

する実績

の割合
（％）

A 21 28 133%

3,184

Ｃ 18,528 16,203 87% 9 10 18,528△

○Ｂ 6,368 8,754 1

と畜場、臨時食品営業、食品行商等

7,112

E 2,099 6,181 294% 0 1 10,493○

○Ｄ 3,556 5,324 30

 
達成度評価の凡例  ○：目標を達成 、 △：おおむね達成（80％以上） 

Ⅲ 食品等検査 

県内に流通する食品等の安全性を確保するため、表２のとおり、合計目標検査数

8,185 検体に対し、放射性物質、残留農薬、残留動物用医薬品、食品添加物、アレル

ギー物質等について、7,936 検体の食品等の検査を実施しました（達成率 97%）。 

（当初の計画で目標検体数を 8,599 検体としていましたが、食品の放射性物質検査について全国

的な検出状況及び流通状況を踏まえて四半期ごとに見直した結果、414 検体減少したことから平成

25 年度の合計目標検体数は 8,185 検体でした。） 

表２ 当県が実施した食品等検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 食品の放射性物質検査 放射性セシウム 6,534 1
※A

② 流通食品の残留農薬検査 農薬367種 140 0

③ 輸入食品の検査
菓子の着色料、冷凍食品の細菌検査、
乳製品のリステリア菌等

65 0

④ 遺伝子組換え食品に関する検査 遺伝子組換え大豆の含有率 10 0

⑤ アレルギー物質の混入（菓子、めん類等） 小麦、そば、えび・かにの含有量 64 0

⑥ 器具・容器包装の規格基準検査
食品に使用される器具・容器包装の食
品衛生法に基づく規格基準検査

5 0

⑦ 畜水産食品の残留抗菌性物質検査
畜水産食品の食品衛生法に基づく残留
抗菌性物質検査

220 0

⑧ 市場流通食品の規格基準検査
菓子の着色料、漬物の保存料、食肉製
品の発色剤、牛乳の成分規格等

365 １
※B

食品衛生法の基準によらない衛生指導のための検査
新潟県食品の指導基準検査、漬物の衛
生規範に基づく細菌学的検査等

273 18
※C

二枚貝の貝毒検査 天然岩かき等の貝毒検査 10 0

新潟県産コシヒカリのDNA検査
全国で流通している新潟県産コシヒカ
リのDNA検査

250 0

7,936 2 18
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※A “① 食品の放射性物質検査”  重点項目  

福島第一原発事故発生を受けて平成 23 年３月以降、全国的な検出状況と流通

状況を考慮し、食品の放射性物質の検査を継続的に実施しており、平成 25 年度

も重点項目として実施しました。 

平成 25 年度は、県内に流通する食品（県外産を含む。）及び県内で採取した

農畜水産物について、表３のとおり 6,534 検体（477 種類）を対象に検査をし

た結果、湯沢町で採取した非流通の野生きのこ（チャナメツムタケ）１検体から

食品衛生法の基準値を超える放射性セシウムが検出されました。 

なお、湯沢町の野生きのこについては、平成 24 年 10 月に野生きのこ（シロ

ヌメリイグチ）から食品衛生法の基準値を超える放射性セシウムが検出されたこ

とから、出荷及び食用の自粛をしており、市場流通はしていません。 

表３ 食品の放射性物質検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※給食食材、消費者持込み食品、野生鳥獣の検査を除く。 

 

※B “⑧ 市場流通食品の規格基準検査” 

菓子の着色料、漬物の保存料、食肉製品の発色剤、牛乳の成分規格等の検査を

行い、着色料の表示が欠落していた菓子１検体を発見し、製造者に指導を行いま

した。 

 

※C “⑨ 食品衛生法の基準によらない衛生指導のための検査” 

食品衛生法上の基準は定められていないが、県が衛生 

指導するための目安としている一般細菌数や大腸菌群等 

について、刺身、浅漬、豆腐、弁当、そうざい等 273 

検体を検査しました。 

検査の結果、目安の基準を超過した 18 検体（刺身等 

の鮮魚介類 10 検体、浅漬 4 検体、菓子 2 検体、豆腐 1 

検体、カット野菜 1 検体）の製造・加工業者に指導を行 

いました。 

 

 

 

新潟県産 県外産 新潟県産 県外産 内訳

農産物　187種

　ほうれん草、きゅうり、芋類、米、きのこ等
1,374 1,114 1 0

野生きのこ

（チャナメツムタケ）

畜産物　５種

　肉（牛・豚・鶏）、卵、原乳
2,536 103 0 0

水産物　71種

　カツオ、アジ、イカ、アユ、貝類等
146 454 0 0

加工食品　214種

　牛乳、ヨーグルト、乾しいたけ、こんにゃく等
61 746 0 0

計 4,117 2,417 1 0

検査検体数 基準値超過検体数



Ⅳ 食中毒対策   重点項目 

主要な食中毒であるノロウイルス、カンピロバクター、腸炎ビブリオ、腸管出血性大

腸菌、毒きのこについて予防強化期間を設定し、営業施設等に対する監視指導、衛生講

習会、啓発チラシの配布等を重点的に実施しました。 

なお、平成 25 年度は、表４のとおり、25 件、596 人の食中毒の発生があり、過去

10 年間の平均と比べると、発生件数は 4.5 件減少しましたが、大規模食中毒の発生に

より患者数は約 50 人増加しました。 

表４ 県内食中毒発生状況（新潟市内発生分を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 食品等事業者、消費者等に対する講習の実施 

食品等事業者、消費者等を対象に食品安全に関する講習を実施しています。 

延べ 543 回、21,337 人を対象に講習を行いました。 

【主な講習会】 

・ 食品事業の事業主及び従事者に対する衛生講習会（364 回、14,972 人） 

・ 学校・福祉施設等の給食関係者、福祉施設職員に対する衛生講習会（113 回、4,321 人）  

・ 消費者を対象とした食の安全・安心に関する講習会（66 回、2,044 人）                    

Ⅵ インターネットやマスメディア、資料等を活用した消費者向け情報提供 

食中毒予防、食品の放射性物質検査、残留農薬、食品表示等、消費者の関心の高い事

項について情報提供等を図りました。 

表５ 消費者向け情報提供 

 

 

問い合わせ先： 新潟県福祉保健部 生活衛生課 食の安全・安心推進係 

〒950-8570 新潟市中央区新光町４番地１   電話：025-280-5205 FAX：025-284-6757 

電子メール  ngt040250@pref.niigata.lg.jp 

ホームページ http://www.fureaikan.net/syokuinfo/ 

媒体 内容 回数

新聞
ノロウイルスや毒きのこ等による食中毒の予防啓発、食の安全・安心に関するイベ
ント情報提供、メールマガジン配信の紹介等

10回

テレビ 毒草・腸炎ビブリオ・腸管出血性大腸菌食中毒の予防啓発等 3回

機関誌等 飲食店等でのアレルギー事故防止情報の提供、食品表示法制定の紹介等 9回

メールマガジン
「家庭でできる食中毒予防」「食品の放射性物質検査と出荷制限の最近の状況」
「トランス脂肪酸って何？」等

51回

店頭掲示板
「食の安全を守る保健所の仕事」「食の安全・安心意見交換会を開催します」「ノ
ロウイルスを防ぎましょう」等

14回

発生件数 患者数 発生件数 患者数 発生件数 患者数

25 596 29.5 545.8 -4.5 50.2

ノロウイルス 7 265 7.5 283.9 -0.5 -18.9

カンピロバクター 4 129 4.6 47.4 -0.6 81.6

腸炎ビブリオ 1 5 3.8 43.7 -2.8 -38.7

毒きのこ 4 13 6.4 19.8 -2.4 -6.8

腸管出血性大腸菌 0 0 0.6 5.5 -0.6 -5.5

その他 9 184 6.6 145.5 2.4 38.5

　　　※　（平成25年度）　－　（平成15～24年度の平均）

食中毒全体

平成25年度（4～3月） 平成15～24年度平均 増減（※）


